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６－１　安全な水道（いつもの快適な水道）
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　水道水源は、産業活動に伴う肥料、農薬、化学物質や、家庭からの生活排水により影響を受けることから、水源周辺の環境を監視しつつ状況の把握が不可欠です。
将来にわたって安全な水道水を利用者に供給していくためには、水道水源（原水）の保全が最も重要であり、水源の周辺環境を監視するとともに継続的な情報収集が必要です。



本市の水道水源の一部から基準値を超える硝酸態窒素及び亜硝酸態窒素が検出されていることから、他の良質な水道水源との混合し、水道水質基準を満足する水道水を供給しています。一方、水道水の安全性に対する意識が高まっていることから、現在よりも良質な水道水の供給が求められてもいます。
今後、良質な水道水の供給するために良質な水道水源の最大活用を念頭に、水需要の分布と動向を見極めつつ合理的な水源計画への見直しが必要です。




島原市の水道水のおいしさを更にグレードアップするために、その時々の水質変化に応じて的確な水質管理が必要です。塩素滅菌は、水道水を安全に供給するために不可欠なものですが、塩素臭が強いと使用者に不快感を与えることになります。
そこで、更に「おいしい水」づくりに向けて、残留塩素濃度の適正化を図り、設備や水質管理の充実を図ることが必要です。



貯水槽水道は、受水槽から下流側の給水設備の管理を施設の設置者が行うことになっています。そのため、貯水槽水道の利用者が、衛生上の問題や水質への不安を感じることなく利用するため、施設の設置者に対して貯水槽水道や給水装置に関する指導や助言を行っていきます。
また、宅内の給水管からの漏水量低減に伴う有効率の向上を目指すために、給水装置に関する情報や給水装置の管理・所有区分を明確に使用者である住民に対し広く発信するため、水道課のホームページの充実などが必要です。



６－２　強靭な水道（いつでも頼れる水道）

地震に強い水道施設の整備として、給水拠点となる配水池の耐震性能の強化や緊急遮断弁の設置、主要な配水幹線の耐震化の実施が必要です。
また、落雷などによる停電に備え、その対応を事前に検討することも必要です。








　配水池は、平常時の配水拠点としてはもとより、地震などの災害時においても緊急時給水拠点として重要な役割を果たす主要な水道施設です。
　地震などの災害発生後の給水拠点として配水池を活用するため、緊急時給水車用給水栓や応急給水栓を整備することが必要です。
　


地震、台風などの自然災害に伴い、水道施設に甚大な被害が発生し緊急な対応が必要となる場合に、水道施設の保全，二次災害の防止，迅速な応急給水の実施および早期の復旧を可能とする体制の整備が必要です。
災害に備え、合同訓練の実施や資機材の共同購入など近隣の自治体との広域的な連携を構築するための検討が必要です。



６－３　持続可能な水道（いつまでも健全な水道）

本市は、水源～給水までの水需給バランスの確保，水圧の適正化や均等化、断水や被災区域の最小化を目指した連絡・融通機能の確保などの課題を解決するため、連絡機能にも配慮した配水ブロック化および配水ブロックの再編成を推進し、再編成にあたっては、将来の計画フレームに基づいた合理的かつ段階的な施設整備の計画策定が必要です。



我が国の水道施設は、昭和40年代の高度経済成長期に建設されており、その大半が経年的な劣化に伴う更新時期を迎えている。本市の水道施設も、まもなく建設後60年が経過する上の原第1配水池や耐震性能の強化が必要な安中配水池を対象に、計画的な更新・整備を実施しています。
また、管路も同様に、鋳鉄管，鋼管および塩化ビニル管の中でも老朽化が進行しているものが多数あり、アセットマネジメント手法を活用しつつ、計画的に更新していくことが必要です。



水道料金は、公平な負担による給水サービスの実現や健全な事業経営を維持するために、必要に応じて、見直すことが必要です。
平成26年4月に改定した現行の水道料金は、概ね10年間の事業計画に基づき設定していた。今後、水道施設や老朽管の計画的な更新・整備が増加していくことから、新たな事業計画に基づき、水道料金の見直しが必要です。




今後、少子化に伴う人口減少や老朽管の更新などにより、給水収益の増加や営業費用の削減は見込めない状況です。
このような状況の中で、健全な財務体質を確保するために、施設整備計画と経営戦略の策定に基づき、計画的な事業運営を継続することが必要です。また、さらなるコスト縮減のために水道課が行っている業務の一部を外部委託し、透明性の確保と効率的な事業運営を推進していくことが必要です。



現在、島原市水道課は有明庁舎を拠点とし、水道事業に関する業務のうち工務部門が「調査・設計・施工・監理」の一部を、業務部門が「検針業務」をそれぞれ外部委託（個別委託）しています。
今後は、水道に関する業務のうち「管理業務」、「経営・計画業務」は直営を継続しつつ、工務部門の「運転管理・施設保全管理業務」や、業務部門の「窓口業務」、「検針業務」、「料金徴収・滞納整理業務」などを段階的に外部委託（個別委託or包括委託or第三者委託）の導入を検討していきます。
あわせて、長崎県では、県内市町の水道事業について市町区域境界を超えた広域連携を推進するための「水道広域化推進プラン」を策定中であり、隣接する雲仙市や南島原市との連携を念頭に、具体的な取り組みを検討していきます。




現在の水道サービス水準を将来にわたって維持・向上させるためには、技術の継承を図りつつ、職員の能力活用と人材育成を図り、専門的な知識・経験を有する技術者を継続的に養成・確保することが必要です。



　水道水に求められる利用者ニーズが変化していくことから、随時、水道事業や水道水に関する疑問や要望の把握に努める。また、ホームページを通じて利用者が求める水道事業に関する情報公開を継続していきます。




1997年に温室効果ガス排出の削減目的を定めた京都議定書が採択され、日本は6%の削減目標が設定され、現在、その達成が困難な状況の中、水道事業も環境、省エネルギー化などの貢献が求められています。
本市は、良好な原水水質や地形に恵まれ、1m3当たりの使用電力量は0.43kWh（平成29年度実績）であり、全国平均値の0.51kWhに比べ低い水準を保っています。さらなる削減に向けて、配水区域の見直しによるポンプ負荷量の低減や加圧区域の解消、また、更新時期に合わせ低公害車への導入が必要です。


第６章　推進する実現方策





第６章　推進する実現方策











（A）水道水源の保全対策





主要な施策








◆水源周辺の状況把握と防犯対策の強化


環境保全に関わる部局との連携を強化し、水道水源の周辺での農薬や化学物質あるいは家庭からの排水の状況の把握に努めていく。また、防犯設備を設置し、対策の強化に努めていく。


◆水安全計画の運用と見直し


水源から給水栓までの危害原因事象と原水水質の動向を把握した上で、リスク低減に必要な対策実施に努めていく。





（B）より良質な水道水の供給





主要な施策








◆良質な水道水源の最大活用


水需要の分布と動向を見極め、より良質な水道水源の活用を念頭に、合理的な水源計画への見直しを行っていく。
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（Ｃ）おいしい水の提供





残留塩素濃度計（川内浄水場）





主要な施策








◆水質管理体制の充実と施設整備


配水管内の残留塩素濃度を管理するため、各浄水場に塩素濃度計を設置し注入量の制御を行うとともに、Web監視による残留塩素濃度の常時監視が可能なシステムを構築していく。


◆施設運転管理の強化


配水量と配水池容量とのバランスが悪い（＊配水量に対し、容量が大きい）施設は、配水ブロック再編成を前提に負担水量の見直しを行っていく。





（Ｄ）貯水槽水道や給水装置への関与





主要な施策








◆衛生管理の指導、助言


ホームページや広報でのお知らせのほか、管理者への直接指導や助言を行う。また、簡易専用水道に関しても、その把握に努めていく。


◆給水装置に関する情報提供


ホームページや広報で使用者へ給水装置に関する情報提供を行っていく。
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（Ｅ）基幹的施設の耐震化





主要な施策








◆配水池や配水幹線の耐震性能強化


災害時の給水拠点になる配水池や導水管や送水管、配水管は、更新と併せ耐震性能の強化や耐震型管路への布設替え、ループ化、バイパス化の検討していく。


◆停電への備え


主要施設に非常用自家発電設備および燃料タンクを設置しているが、小規模な施設においても、必要に応じ非常用発電設備を設置する。また、ポンプによる加圧給水方式から動力を必要としない自然流下方式へ、適宜、見直しを行っていく。





自家発電設備（水ノ出口浄水場）





ステンレス配水池（油堀配水池）
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（Ｆ）緊急時給水拠点の整備





主要な施策








◆給水車用給水栓や応急給水栓の設置


災害発生後の応急給水を円滑に行うため、緊急時給水車用給水栓や応急給水栓の整備に努めていく。


◆相互融通機能の強化


隣接する配水ブロック間を配水幹線で連絡するなど、非常時の効率的な水運用やバックアップ機能の強化を目指していく。





（G）広域連携の強化





主要な施策








◆広域的な連携体制の構築


災害時には、地域住民をはじめ、近隣自治体からの協力が不可欠なことから、半島3市合同での訓練の実施や緊急連絡管の整備検討など、広域的な連携強化を推進していく。
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（Ｈ）需給バランスの確保











◆配水区域の見直し


良質な水源の有効利用，配水池の貯水能力の適正化，配水運用の合理化などを図り、理想的な運用形態に近づけるために、配水区域の見直し（配水ブロック化・再編）を行っていく。


◆配水管網の見直し


配水管網の水理計算を行い、給水圧力の不適正箇所，配水の滞留する管路などを把握し、管路の新設，統合，廃止など管網の見直しによる合理的な配管計画を策定していく。


◆直結給水区域の拡大


配水区域の見直し、配水管網の見直しを実施した結果、直結給水に必要な水圧が確保可能な地域は、極力、直結給水への切り替えを推進していく。





主要な施策
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（Ｉ）水道施設の計画的な更新・整備








主要な施策








◆構造物・設備・管路の計画的な更新・整備


構造物や設備、管路を段階的・計画的に更新・整備を行っていく。


◆アセットマネジメントによる更新計画


　構造物や設備、管路を対象にそれぞれの重要度や経過年数などから更新計画を策定し、その継続的な検討と実施に努めていく。





（Ｊ）適正な水道料金の設定





主要な施策








◆適正な料金体系の設定


事業計画に基づき適正な料金への見直しに関して検討していく。
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（Ｋ）健全な財務体質の確保





主要な施策








◆基本計画と経営戦略の策定と確実な執行


基本計画と経営戦略を策定し、それらを確実に執行する。また、事業費や維持管理費の削減に向け、適宜、見直しを行い、合理的な計画執行に努めていく。





（Ｌ）効率的な執行体制の構築





主要な施策








◆民間委託の導入検討


水道課が行っている業務のうち、民間へ委託することが効率的な業務を見極め、合理的な委託手法や執行体制のあり方を検討していく。
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（Ｍ）人材の育成と技術の継承





主要な施策








◆熟練技術者から若手への技術の伝承


長い年月を掛けて培ってきた水道の知識・技術を次世代へ伝承し、幅広い視野をもった人材の育成をめざして、内部研修を今後も継続的に実施していく。


◆水道技術管理者の確保


（公社）日本水道協会が開催する資格取得講習会を活用し、資格者を確保していく。





（Ｎ）利用者ニーズの把握と情報公開








主要な施策








◆水道のＰＲ活動の充実


水道週間のイベントなどを活用した交流を通じて、市民に身近な水道を目指していく。


◆水道課ホームページの充実


事業運営の仕組みや水質試験結果など、利用者に理解を促す情報と利用者が知りたい情報の積極的な公開やメールによる意見や相談を受け、利用者ニーズの把握に努めていく。


◆キャッシュレス決済の普及


水道料金の納入方法として、コンビニ収納やPay Pay・LINE Pay・クレジットカード決済等を導入している。今後も、利用者ニーズにあわせた、デジタル社会に対応するよう　キャッシュレス決済の普及や新たな方策を検討していく。
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（Ｏ）環境負荷の低減








主要な施策








◆ポンプ負荷量の低減


配水区域の見直しに合わせ、加圧給水区域を解消し自然流下方式での配水に切換え負荷量の低減を図る。また、取水・送水ポンプの能力を需給のバランス確保可能な規模に見直し、負荷量の低減を図っていく。


◆低公害車の導入


排出ガス削減のため、省エネルギー型の車両を段階的に導入していく。










